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民法と消費者契約・約款法
バ-LJ;(大学大学院法学政治学研究科教J受河上 正二
本f，';~ は、 2015"1~9 ) J 4 "、 東北大学n-、|えキャンパス教育研究エクステン
ション械でIJf.J1mされた*北大学法科大学院川窓会特別講iif会における講出
li己鈷である。 講üirでは、 I)，JI品l 府?ì'í 1Jj者委11会の来たす役割と l'iJ叫に、 m~'i者
行政から比えてきたl~i去の立l床についての ， 1)えからはじまり、 JjlイE進行rlJ
の、消費者契約iよ・特定商取引法の改正に向けた専門治j有会での:乱議の経過
が、具体的にがi介された。 請は、 iìH~{'W~の今 " 的立義についても及ぶ。
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I はじめに
1 内閣府消費者委員会という ところ
皆さん、こんにちは。ただいまご紹介いただきました河上で、す。こうやっ
て見ていると、見たことのある顔、かつて学部や大学院で教えた学生もいる
ようで、本当に懐かしく思し、ます。7年くらい前に東京に行きましたが、仙
台は私のホームタウンで、いまだに東京には出稼ぎに行っている感覚です
が、最近は忙しくなって、法学部の授業を手伝うとか、法科大学院でお話を
する機会もなくなり、今日はこういうかたちでお招きいただき、大変うれし
く思っております。座って話をさせて下さい。
90分という H守IliJですので、通常の講義と同じくらいl探ることになります
が、今日は「民法と消費者契約・約款法Jという大きなテーマで話をさせて
いただきます。渡辺先生からは、民法改正問題、消費者契約法改正の動き、
約款法のことなども臼由に話して戴いて結構であると言っていただき、これ
に甘えて、結局、焦点の定まらないテーマを出しましたので、とりとめもな
い話になりそうですけれども、お計二し下さい。別件で飛び回っていましたの
で、事前準備がほとんどできず、 ~\rËぱくな話にとどまりますが、お手許にあ
るレジュメに沿って話をいたします。
「はじめに」というところに、I1人Jlm府消費者委員会というところ」という
小見山しがあります。実は、私、現在、何枚か看板を背負っておりまして、
そのうちのl枚が、 1)']聞係Hi'費者委貝会委員長というものです。内|初府消費
者委員会は、 6年ほど前にできた消費者庁及び引ザ費者委民会設iFtj去に基づく
政府の第三者機関です。 j肖~'(者庁を設i置するときに、消費者・庁の巾にブレイ
ンになる審議会を作るというのが|主|民党案でした。ところが、民主党からは、
それでは政府に対・する耽視が効かないから消費者庁の外に作るべきで、斡凶
の消費者椛利院のようなもの、ちょうど会計検査院や公正取引委員会のよう
50 >lUヒローレビュー Vol.3(2016.February) 
な、いわゆる 13条機|刻jにして政策全体をl政制するようにすべきだという
案が山て、対・立;しました。結局、90時川を組える大議論の米に、今のかたち
で、消費者}j"の '1' にではなくて、 I)~ /倒的.に II'q~ぶらさがる~} :_{i'機|対として
71'i ifJ者委員会ができあがったのです。初代委u長は、前一柿大学教綬で、い
ま|五l民生活センターにいる松本恒雄先生ですが、消費者}Tとの|刈係調殺で、は
随分御苦労なさったようです。第lJUJの委u会の任期が終わった段階で、私
にお声がかかって、そのまま委員長に選/1¥され、 2WJ Idを務め、 3JUJ 1も続
投で務めさせていただき、この8JUくにやっと任期明けとなりました。やっ
と開放かと拝んでいたのですが、先1昨令が下りて、もう 1WJということに
なり、 9月11にはどん底に落ちた気持ちで第4則の委日長をH命し、どん
どん研究室が述ざかるのをl嘆いています。まあ、いろいろやり践している課
題もありますので、ゃるからには頑仮らねばなりません。
いずれにしても、行政の司令塔となっている消費者庁とは日iJに、71'i~lj者委
1会は、諮川を受けて務，;義・答，r'をする得議機関であると /，iJII.¥:に、 独、i:して
各行}yの iì!íï~ .K政策の実施状況や川組状況について白ら調任をして立見を述
べるという監悦機|刈としても機能するという非常にユニークな機関です。い
うまでもなく、?i'itfJ (iff'からも独立しています。ときどき、地)jにでかけて、
i'i 1-y者委日会委tH毛の立場で講演をしたりお請をしたりする機会があるので
すけれども、 i'i1y{i'} j'の1/'にある機|刈だと思っている人がかなりいます。最
初jに委貝長記.fi'会比をやったときに、後ろの佑子脱線の板に|勾|仰向のマーク
が入っていて、そこに 1i'費者庁」とJi・いであり、テレビ映像をはますと私
の訂IIに liiHy{i'}rJとあって、「これはいかん」と思いまして、品近はパッ
クの舷を外してもらっています。要するに、?i'iiy者庁からも独白;した機関な
のです。
訪問以来、この6イ1:1mに委員会が取 りキIlんできた課題はJI;il;~'・に沢山あり、
しかもtfm{i政策の似怜に関わる川組や、立法のあり)]についてのiJl裂なも
のカf少なくありません。 結果的に法改正にありひ刊・いたものや、 n~r~衣IYJで各
学iJrの政策決定に大きな影特をうえたものも相当数になります。配布資料
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に、消費者委1.1会パンフレットを入れておきましたけれども、そこにも「建
議Jが、いくつか松んでいます。その他、しばしば「立見表明Jもやってお
りまして、第三次委u会で、は、金融・投資|刈係での「立J~J を随分/Hしまし
た。7i'1~'1者委日会が発 11\ した建議、提， i、な比は、すべて7i'17'1{i'委u会のH
Pからも御覧になれますので、ご関心のliJきは、是非御覧になってください。
私が関与したのは2011年9)J以降のものです。
1，(近の特定Il'!-j取引法改正で、 「押しTれ、」という新しい額引が人ったり 、辿
法ドラッグが?iH'1{i'川旭として認知|されたのも、実は、委日会の拠 Ii'がきっ
かけになっています。第三次委日会で‘以後に1¥したil議が二つあります。そ
の一つは、 2015年8)J1811の屯チマネーに|対する消費者問題についての建議
です。コンビニなどでプリペイドカード型の'，[.i:fマネーを購入し、それで、
般の機械で番サを打ちこむと、それが事実 1:，、現金振込みとl'iJじなl米を持つ
ため、資金決済ができるのです。サーバー刷プリペイドカードと呼ばれます。
レジ付近のカードをnって、その需ザを人)Jするわけですが、Jllj人したカー
ドは、有価証券には、liたらないというのが令融庁の見解で、現IL¥:}，'Xでは、あ
れに|則する規制はありません。ところが、例えば、「振り込め詐欺」などの金
銭授受の手段として銀行振込みを利川するというようなことが行われました
が、 1立近で‘は規Ii1Jが強くなってきたこともあって、ゅうパックや宅配小包を
使ったり、放!~IJlJ のωぃ )J、明い )Jへと不、'í I~刷よ・のツールが流れていくのです。
サーバー型プリカもご多分に刷れず、 i位JlJの危険にさらされています。そこ
で、 50万円、 10);"川と、カードをnっていくような人に対して一定の??告が
できないか、恭本的にはクレジットと似た仕組みで、すから、 )JIml 1，1'[ n J11[に準
じた胤制を組み込むことができないかという発想から、建議を1¥していま
す。
id近、委U会が、十1:会のlj"11 を浴びたのは、おそらく呆1'~" 1.<ぷ法への課徴
令制度導入問題であろうと思います。これについては、平成251r:に総理大臣
から諮問を受けてi'j~~ {i'委品会で集中的に帯議して答申を1¥しました。;以i止tしulA1
」ぷ毛示i法上では、若しくイf利あるいは若しく優良であると誤認させるような表示
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があった場介、今までですと、行政JRi草や改持命令といった行政的Jfliftが用
なされているだけなのですが、これに、課徴令を加えることが)5.・えられない
かというわけです。例の大手テ、パートやホテルに入っているレストラン等で
の「メニュー偽装」が十 1:会 IHJ~I也になったのが直抜ーの契機です。 般を聞けて調
1'fをしてみたら701'1:以上も似たような'Ji.例が/1¥てきました。そこで、ひどい
案件には諜徴令を課して、場合によっては、課徴金を被件字?に対して賠償さ
せる資金として使うことができないか、といったことが検，H対象になりまし
た。既に、随分，jiから独??:法とともに検，Hが開始されていたil'J主ですので、
比般的込述に羽~，l品が進み、半年ほどで科'11 に宅りました。 、1í1'~Jは「利裕の|吐
き /1'1 し」や納められた課徴金を ?ì'íï~才U，h:令としてはどうかといった 'IVr新なア
イデアに|刻する議論も盛んに行われたのですが、事業者側の反対もあって、
比較的おとなしい改正案にとどまりました。 l~'J~の利採の 'tl: き /1\しに!刻する
不当利符法的発想からは、課徴金不、すなわちIJ題となる則1¥jの・Jj.業者の収
必の 3%という数'J<は、もっともっと 11iくてもおかしくないと思うのです
が、とにもかくにも制度が導入されたことで、ひとまずf!IJ制効出はあるだろ
うと満是するほかありません。昨年11川に、臨時|王|会の解散1'(，jiに改正法が
成立しました (汗しくはNBLl043~J 4 !'T以ド (2015年)の対談、，'，1，¥，川/(;， 1: =河上
lE二 「改正jitrugf表i)ミiLの犯い一一課徴金HiIJ)主導入を小心にJを参mo。あとは、民
引の|問題にな ります。
もう一つ、 ?i'j1~ 1委u会がやっている{小業の1-1-1で、砕きんに馴染みがある
のは、特定f~~他川食品の表示の許可に|則わる務先です。 よく符l附されて「ト
クホJと言われますけども、人が反り返ったようなマークが欽み物とか健康
食品に付いているのをご存知かと!よい、ます。 トクホ商品は、すでに1000件以
上に上ります。あのトクホrl'可の"l ，ì，'Ii.l~あったときに、表ノJ~ の，/1'11'や伝り方
についての訴脊するところが、 2実i起ミは、 i打別ì'門jy町~{将l'委lμi 会の新|日附1片別}.J5づ党E食A川I'I'U訓1が捌;日;J1千作ì: i川';1市|目i会な
のでで‘す。以終的にlはま、 ?i刊消'円H賀t字者f庁i長三すれ"日"
会の芯立:見を|附剖いて'1下判"同t司引リ|断折することになつています。消費者tfが全il¥やっている
と、皆さん思っていたかもしれませんが、このf/n、「消費者')J' とれ'í1~ -ð'委.t~会
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は逃うんだねえ」と忠わせたのが、ノンアルコールビールのトクホ JI J 3，'1'で、し
た。ぷ社がノンアルコールビールについてトクホの申請をIHしてきた。たと
えば「デキス トリン」という魔法の粉があります。あれを入れるとなんでも
トクホ尚.品になってしまうnf能性があるのです。とにかく、そのような円の
調子をよくするとか、脂肪の吸収を抑えるという作用がある成分を人れます
と、その成分の入ったノンアルコールビールも、休JIF日を作るという以 1-.に、
「他)，)iによい」食品になる可能性がある。 ~:するに、ホップ入り支ジュースに
「 ト クホの素」を力11 えて、これを仏ttMU'~進に迎した ト クホ食品として l認定して
ほしいといわけです。
m~t者委日会の新1)~J7e食品調査部会で・はずいぶん議論した結来、アルコー
ルゼロにせよ「ビールJと銘打つものを他LJiW:進法に基づく特定似他川食品
というのは不適切ではないか、ノンアルコールビールは休肝1のためにはい
いかもしれないが、ふつうの「食品」として与・えたとき「健肢をl(r:逃するた
めのもの」ということになるのだろうか、といった疑問が払拭できませんで
した。 これを凶がお，'.!J付 きを与えて「他)，j~の維持IW進に適した食I'II'IJ といっ
て|止の1'11で売ることになれば、結}"j、青少年がアルコールを摂取するよ草人飲
料になるのではないか。そこで、「いくらなんでも、これをトクホにするのは
認めるべきではないJという結論を委1-l会が1¥したのです。 rj'iy~ (i' I rは煩を
抱えたようです。かつて私If分ゼロのコーラについてトクホOKを1.¥している
ので、「コーラがよくて、£汁がだめだJというのは、なかなかIJVYJができな
いと考えたようです。結J，)、消費者庁は、tl'iy~ .(T委只会がだめだと 77ってい
る瑚11は、青少年へのアルコール導入飲料になってしまう懸念であるから、
例えば、販売市では、これをお刑の所に出く、ぷ成年者には売らない、といっ
た縫っかの条件を付・したうえでトクホの，;'111]" を 11 \ したのです。 i rl'at者委1~
会はダメと言ったのに、 tiHt者IrはOKを/1¥した」と新聞などで騒がれまし
た。さらに、今年の4)J から、事業者がrIらのff任で。 食lfJlの効íì~五カ月ミをう
たえる機能性表示食品制肢がスタートしましたから、問題は、~に桜維に
なっていますし、 トクホlilJ度の意義についても見直しが必要になっていま
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すu
そんなこんなで、消費者)j"とil'i1'i者安日会の問では、微妙な緊保関係を似
ちながら、今でも、述腕しつつ作業しているという次第です。提言とか意見
とカ¥辿議も合めて、その詳細1については委H会の HPとか、年度ごとの委
H会活動報告がございますので、そちらを見ていただければありがたく思い
ます3 資料として配布した消q~.(i.委日会のパンフレット (http:/www.cao.go
j pl consumerl doc/leaflet_201312.pclf)に、 三次元バーコードがありますが、こ
れを使いますとi'1'1粁委H会のホームページに飛べるようになっておりま
す。 ìì'm者委l~会からのメールでの情報発信もしています。 小さい所'lifです
け;t'Lども、 nら調査をして、 |刻係約庁に対して線作徴求や辿議の先Ii¥、総理
大臣に対する勧告もできるという権能を持っておりまして、とても強力な機
|刈であるだけに、その来たす役ill1は大きいと(1j:i:しており、私自身も緊~l~感
を持ってやっているところで、す。
2 委員会の活動から見えてきた「民法」の果たすべき役割
以上が iil'1'i者委H会というところJの訴ですが、この委員会活動を、私
もかれこれ4年間やってきて、様々なことを与えさせられました。とくに、
私の功ql~は民法で、その研究・教育前助をしてきたわけですが、この II\Jに 、
民法の限界や百1¥分性を痛感させられました。委只会ij1¥.動の'1'でサtflt的問題を
倣うことは怖かに多いのですが、 11]姐のほとんどが、行政胤制に|則わる業法
や政令レベルでのIIJ:週、あるいは政令までいかないガイドライン、さらには
行政指導を;，'f)止として事業お団体で策定された白主ガイドラインというよう
なレベルのものが少なくないのです。かつて、亡くなられた京都の北川丹太
郎先生が、 「比較法的に見たときのLI本の消校名法の大きな特徴は、業法的規
制の在り)Jにある」と仰っていたことが、 今!JIながら、なるほと').f感させら
れております。
例えば、 R~ ，'，7，先物取引法という法律がありますが、これまでこの分野で大
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変な投資勧誘被件が1¥て、いろいろ改正がされてきたのですが、故近の改正
で、商品先物取引に閲しては、例人に対して、求められていないのに勧誘行
為をしてはいけない、という「不相前勧誘禁止ルール」が入った。それ以内，ij
にも、阪l容がいったん勧誘を断った後に1'勧誘をしてはいけないという i，q.
勧誘禁止ルールJや、いわゆる 「迎合竹原則」も人っていましたが、結}"J、
それらが役に立たなかった。そこで、その反併を踏まえて、不招話勧誘は禁
止するという法fll:を入れた。入れたのですが、担当の行政Ji--'がtiH'i1t保護に
欠けるところはないと判断したものについては適川除外にして不招lily勧誘禁
止を解除する、ということができるようにしてあるのです。この適川除外部
分が、胤制改革の流れの中で、政令レベルで拡張されようとしたのです。600
兆円はあるとされる|五|民のタンスf:(i金をリスクマネー のj了に1'1してもらっ
て、 di場をi1性化する。そのためには今の規制を接手"する必裂があるという
わけです。純済陀業併と農林ぷ産約が、商品先物取引を、もっと広〈国民に
IJf放しようではないかと政令を改正しようとしました。この政令改正で、慨し
げな業者がl訪問勧誘で、 ;被;!?を明)1させることになるのではないかが心配さ
れました。Ifi品先物は、ごイほHかと思いますが、レパレッジ効民がものすご
く大きいのです。投入金額が1007JP-jであっても、そのレパレッジがマイナス
になると、イ1/1-怖ものu偵を背負う。つまり、出したお金がゼロになるだけ
でなく、大きなf~ 1ii を背負いこんでしまう 。 それが向齢.fí.の「いのち金」で
あったり、人々のfドj丙の基本的資令で、あったりすると、たいへんなことが起
きます。現に投資マネー等について、忠徳業fr-の不当勧誘によって被害を受
けた総額は、 fWi.:6 兆円と ~i・われています。 こういうお令が、まともな市場
に流れたらどれだけ市場は間性化することか、と思うわけです。しかし、そ
ういうこととは無関係に不知治勧誘禁止ルールを解除して、1'1"，市場万成と
いうのは、いかにも危ない。金融)j"'には、総合取引所-椛氾!のもとで今まで以
上に厳しくやって!亡さいということをお願いし、これをリ|き受けていただき
ましたが、結局、経産学?や脱水ヂ?は、消費者I'rとl年がかりで議論した点、
突然に政令の改定に断み切りました。政令レベルでの攻防が、こんなに大変
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なことかと考えさせられた次第です。
もう一つ、最近1'，したil議の'1'に、)ミ科医療の川;躍があります。長作|矢療
とし‘うのは、なかなか日Ii'しい領減です。尖科医械も医療行為ですから、医師j
法子'医療法というilfltで胤制されています。医療法では、 Jぶfつがfl;IJ似され、
他Hで、情報提供のために、こういっ形でホームページなどにJFきなさい、
とガ‘イドラインで示している部分が相、liあります。ところが、夫作医療の実
|祭のホームページ'1'身は、広告でして、特さん少しインターネットで御覧に
なtL.ば分かるかと思いますが、ずいぶん1'をかしけるものがあります。比較
)ぶi年では、使川Iji・.似川後みたいに膨らんだ女性がすらりと引き締ま ってい
たりするわけです。lti近ですと、まゆ毛代わりの入れ忠をするとか、フェイ
スリフトと3うのですか、頬を上げたら打く比えるとか、いろいろなことが、
派手に宣伝されています。それを美符1的でやるのはいいですけれど、ゃっ
た後:に、皮仰が引きつっ たり、 ~Îlíかっ たりする事例も少なくなし、。 品川 J、 ト
ラブlレになるので、す。こういう英科医械の11:)#の怪しげな広fIi-や犯約締411の
{_tり IJは、やはりまずいのではないか。災科医療やエステに|刻してはおld'l者
委1-.1会は、比較広行だとか、優良誤認をもたらすような広告はさせるべきで
ないという処，議を、いくから出していました。ところが、厚生労働行は、「美
科医療に関してlよ(りはありません」と，Tうのです。それでは 「あのホーム
ページは何かJ と IlHく と 、 あれは、 '1百字IHJUJ~の手段に過ぎず、 ~Ii.j院のホーム
ページをみんなが探して|剣先しているだけであって広告ではないという。:11，(:
近の人たちはスマホなと。で、ぱっと見て、いろんな情報を手に人れ、 「ああ、こ
こではこんなことやっている」という知1，;設を手に入れる。しかも、事業者か
らの↑百報の1'，し)Jは、ビッグ ・データを使って、この人にはこの↑itlIをとい
うかたちで広行を投げてくるので‘す。iuJl二先に某古:J古から民法の本の広告が
米る。昔、そこで民法の本を目ったことがあるとこれが帯航されて、 ll!:法関
係の本の広行が米るというl時代ですc ターゲティングJム-fl?とE?いますけれど
も、広告というのは、今までのように不特定多数の人間を相手に尚1'lI'du報を
長1らしめ、 JlIi人を説ヅ|するというのではなくて、半ば1/1込みに近い。ブラジ
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ルのii'i~~ .fi'法などでは、「広符jをすべて契約の il込み」とみなすという徹
底した胤定をもっています。こうした状耐を考えると、 「もし、医療法で規制
がかからないのであれば、特定商取引法で規制をかけるべきである」と建議
を1¥したのです。厚生労働省は「医療法が優先しているJと頑張るわけで、す
が、医療法が特商法に優先するのは、医療法で忠.fi.保護がきちんとはかられ
ているから適川除外になっているので、それが守られてないのであれば、医
械j去から特附法に反してもらう必要がある。特定継続的役務でもいいから、
特商法の創fliJにJIしていただく必要があ ります。ここには久:'1:1:の)Jもいます
からあれですけど・・・包茎手術をするときに、リjのfが 1;・析をと ってベッド
に繍たわった状態で、「ああ、これはだめだJとかIiいながら、オプションの
=f術をどんどん追加lして、 5万円のはずが50)jPi、60);川と払わされている
例もあるのです。そういう「その場で手術するというような即n-f術は、で
きるだけやめさせてくださいJということも処議で述べています。似たよう
なj即日除外川題の例は、 7S気事業法で・の接続勧誘規制にもありますが、こち
らは総務手?にι法的対応をしていただいています (さしあたりスマホは適用か
ら外されそうですが、日1];主「試周期IUJが白主的に:没定されそうです)。
これはi1dIt:UI]:屈なのか、それとも政令レベルや、1'1F.脱illJの問題なのか、
いずれにしでもなかなか!日1い問題です。ルールの組制も、われわれがふだ
ん彩えていた以 卜.に峨々なレベルで 11 1]起になり、行政 卜.のJ泣いが非ili~'・に重要
になることを前j!ぷさせられます。民事のルールは、 H体的な引1，々 の被告者の
被ill~: をやIf とかして IIII ~狂することに集rl' しがちです。 ですから、例えば、不法
行為を里11 山に1H'，刊行悩 ~I'í求をして損害.tÚtilì をする、あるいは、免点条項が
あったら、その免tf条項は無効だと主張して、きちんとした凶行副求ができ
るようにするという只合に、民事の11:界で例人を守ることに集'1'してきまし
た。 ところが実際には、その慣害賠償とか、被~I;: IIII~Üということ以仁に、社
会的な川:Jfi令体をどう解決していくかという観点から11]組を与えざるを仰な
いため、何}，j)なしに、行政上の政策的判断や介入技法についても、制野をJぶ
げさせられるわけです。
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もちろん行政的規制であっても私iよ・ tの効果と全く無関係ではないこと
は、みなさんこソf，tlのとおりです。「迎令性原則」という金日g!尚品取引法の中
にあるルールは、尖I~'~に迎合しないようなR川J1 を売ったときに業務改持命令
や業務停止命令が1¥たりするというな味では、 %f法上のルールですが、ご承
知lσ〉ように、以，¥1jJ&は、平成17年の判決で 「適合性原則におーしく迎ml.した勧
誘千ヲ為jがあったときは不法行為法上の述法性の要f1i:が満たされ、不法行為
に主主づく損害賠償ができるという判断を/1¥しました (訟判平成17年7)114日民
集5S1:{&6 J0-1323 r.o 。 あの 'J~件では、がfm的に損出賠償は認められませんでし
たカ久 一般論として、行政規制に迫Iiした行為が民事法上の効果とリンクし
てし‘ることはrYJ-:=i'しています。民法でも、??から例の90条の解釈1命で、「毒入
り荻，られ~Jq/lニ」 があって、食品衛生法 tの迫l反行為が、民法90条迫反となる
かとし、う|問題がありましたけれども、こういう民法とリンクした行政法上の
議品向は少なくありません。
うヒに述べた課徴<t):HiIJ立におけるit表法js反の行為、これが'_kは刑事法上の
:lìl~だという性終決定がなされています。 Jfリ・J i，法上の罰金に他するような優
良定52認行為、半年しいイI利誤認行為をやったということになれば、これは当然
に、 それによって契約をさせられたという JJì.~は不法行為になりそうです。
ですから、その不法行為に基づく損宍Jt;~fn ，ìN求、あるいは不当利f!] に基づく
代~返還前求ができるはずです。 以ー近、 m~'1者契約法の ':1-' に、ある一定の部
分』こ関して、法l上Jl'I求権が認められるようになりましたけれども、それ以上
に今度は、損:IHIiHft，Ii'ばも、特定i直附i'in.rr川体にはできるということにな
りましたから、 jjtd交法違反の事例が1'，て、その長表法違反によ って損害を
被った人がいる、ということになったときには、行為が違法であることは明
1'ですから、第一段|併において、述法なことの隙訟の手続はそのままパスで
きそうです。そうすると後は「このJ行とまれ)j式」で被存"，を集めて集団訴
訟カ五できるというイL批けになります。今まで業法だと分類していた議論と、
民~Jf法上の被告赦消の議論が、だんだんリンクをさせられるようになってい
る、 ということも分かります。これは、大変興味深い現象で、す。J;r{fl大学の
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1本敬三先生の基本総保護による剥手1的な法連川や東京大学の大村敦ぷ先生
の?iW(者公序の考え)Jとも|剥係してきそうです。
結民的に、 ij'í~~{W~の世界では、行政Jil.I.!JiIJ、刑事規制、そしてl~'Ji胤!Iiリと
いうそれぞれの効果の lli適の組み介わせを身え、?ìH~者政策を以IJf.]すること
が必要になります。したがって、民法が来たすべき役割は、必然的に+1対化
されます。「民法情1" ì".義」 の人は、 rl~法でJfJ!f.jJ.とできない問題はない」 と思
いがちですが、 ihlいます。民法で解決できることの部分性は、やはりな織し
なければならない。そのうえで、具体的に政策を実現していくときに、概念
のキ11対性ということをな識しながらも、 l~IFW、行政法、Jfリ 'Mよ・を総動J.1し
て ~J~に、li たる必1tーがあるということを、この委J.1会の活動のrj-'で州!必させら
れました。
法科大学院で勉強されている方は、いろいろな領域をご覧になっているか
ら、よけい分かりやすいと思いますけれども、それぞれの学川飢峨に科立・
不~:十ななところがあるわけで号して、それぞ"i'lがJ、?っている 11的と役川を、き
ちんと心得ておくといいのではないかと，Uいます。このことは、法作家とし
て常に白戒していないといけないと!巴います。
もっと言えば、 ij't'l ';:''ji去の世界では、?ì'í t~{i'の一人一人が、どういうな織
を持って選択的な行動をするかが大引なことでして、そうなると、 l~ìl~で守
られているかどうかというよりも、実はl"ll~-人ー人が、選択(1むな行動をき
ちんとできる、そして、それによってn分が本当に契約したいものを契約し
て下に入れる、そうした公平な市場環境が山米上がれば、結果的にはjjH~者
11]姐の解決につながり、 di場のルールとしても良いものが実現することにな
るのです。昨今、?i'i1' {i'教育で話題にされる r?j'i 1~者市民社会」は、まさに
こうした消到折のdi助I:!#-を変える力に治1しています。
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E 消持者契約の特質と民法の特別法と しての消費者契約
法・特定商取引法一一一般法・特別法の関係
2おこの、 í ?ì'í n {í-契約の特質と.L~7，去の特別法としてのiì'í技者契約法 ・ 特定
尚Wx引法J というテーマに入り ます。 í rl 然人」の 1 1<I.L16は、全てが ímï~者J
ですから、その立l床では、十|本の凶内で行われている ・Jf，;r~{í対iì'í ~~{i'の取引
は、 労働iよ分野をのぞいて、全て消技者契約j去の迎川対象になっています。
つまり、 iì(í ï~ {í'契約û、は 、 民法に比肩しうるほとソ127日'に砂H'i~の広い法律です
から、 ilH~{i契約を考えるときに、特別法と一般法の|則係というのもきちん
と刈!解しておくことが必要だろうということで、 2つ頃日を本げておきまし
た。
.L~法の~~たす役訓との関係では、この「一般法と特別法J というよく知ら
れたニ問題も可i:~です。 ここでは特定商取引法と mr~.r..契約法、民法を並べて
与えてみます
H'i.江尚取引法というのは、7つの取引形態、例えば、 i訪功b川!販坂〉ゾ先'E己で.物を口う
とカ、通w版坂コ光Uで
うU、う4別j日引別リlな栄態のものについての特M別|リjル一ルとしてl川1'米 |卜9がつていて、そ
こで、は、例えば、 :Il・|市交付義務であったり、IJrJぷ義務で、あったり 、持さんが
よくご作じのクーリングオフ制度などが規定されています。通常は翌迎の応
、li1 (の24時までの11]であれば契約を背任条fI:でWfmできる、という権利です
ね。i凶w以必の場介だけ特別なルールがありますけれども、それ以外はクー
リングオフが効いている。 あのような特別法は、 iìW({í-契約i~として卜.がっ
てきているもの、つまり、事業者対消費者のIJでの一般的な契約ルールとし
てできている山政者契約法とどのような関係にあるのか。さらに、民法にお
けるi去作行為とか契約一般と消費者契約法との|則係、これも一般法 ・特別法
の|刈係にあるのですが、いったいどういう関係としてよよればいいか、という
ことです。
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消費者契約法をつくるときも、事業者の方々から， jわれてきたことに「民
法でできるのであれば、消費者契約法なんか嬰らないだろうjという批判が
あります。「民法に詐欺や強迫や錯誤の規定があるではないかHそれなのに、
わざわざ?i'i1lj{i-契約法の1+に、不実表示とか誤認芯起行為とか、そんなの入
れる必民ない」というわけです。 個別法があればiì'í ~lj{i'契約法に規定は要ら
ない、という令く|叶じ議論が今も行われています。尖は、 riWl者契約法の見
直し作業を、 15::1~ぶりに今、消費者委只会で‘行っているのですが、「特尚法が
あるではないかJrあなたが問題にしているのは訪川版光だJr訪Inl仮売につ
いて脱定を川立すれば、消費者契約法にわざわざ1!?く必要はない」というわ
けです。ところが、訪問販売など特商法で決めている7業態以外のところで
も|!!目立が起きているから、それの受けllとなるような一般ルールが要るとい
うのが消問者契約法のスタンスなのですが、そこがいつも難しい問題を生じ
ます。私たちが「こういう事件がありまして、 i'jilj者契約法は、やっぱりな
いと。特耐法だけでは難しいのです」と青うと、必ず、 「そういう形態につい
て、特尚法に一つ、特別l規定を入れたらどうですかJ、「そうすれば消費者契
約法をいじらなくていいではないですかJと言われる。そして、また何か言
うと、「それはこちらへ」というわけです。そして、「他にもniJ題が生じるか
もしれない」という反論には「立法事実があるのですか」ということを言わ
れる。例別法がある場合はやはり限定的であって、ri'i'l~ {i-梨約rtの包括的規
定を必~とするのだ」という 12見と、「いや、 1llìl別法があるのだからもう要ら
ない」という立比と、いろいろあるわけです。
ただ、与えてみると、民事法の手当をする、つまり、L¥;';'FのWf.除権とか取
?i'i権とか契約を無効にするというような、民事の効果での下、liをすることを
Iji艇として、「その手当は例別法によるべきだjとλ・つでも、その判断は常に
限定的であります。例別法と消費者契約法の|刻係で行えば、やはり、その限
定を外してすき 11をなくす必要があるのだとすれば、やはり、 そこに対して
一定の下吋は安る。民法に詐欺の規定はあるけれども、その要件充足が困難
であれば、詐欺取れ'í しよりもさらに具体的 ・ 特倒的な~f'I:でも ってlr){消椛を
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I認める。 mt'é {í-契約wは、イミ実ぷIJミがあ ったときは、放立の~1'j:をなくして
取i'権を認めることにしたのです。ですから、民法でやれるのだけれども、
その効果を、も っと尖鋭Jtのあるかたちでl認めるために、特倒的指仰を探し
て特別ルールをつくるということを与える必裂があるわけで、以il;があるか
らといってi'i1'({i-契約法がいらないというわけではない、ということになり
ます。しかし、 i'1'( .fi-契約法があるからといって、すべての契約が作劾に取
りri'しできる、というわけにはいかない。そうすると、やはり、そこに不実
ぷ示や断定的判断の~)MJtがあっ た場合でも、クーリングオフを lit、めるために
は、訪IIJJl坂光という~.nJリ形態を州まえる必裂がある、というふうにして、そ
れぞれの法作の役川というのが決ま っ てきます。 でも、そこで'~IL っ ているこ
とは一つ。本人が、十1手方から!踊されて唱まない契約をさせられることがな
いように守ってやるにはどうすればよいか、ということを、それぞれ、詐欺
のところも、それから不'x表示に|刻するi'1'{ -lt契約法も、クーリングオフの
ところも狙っ ているわけです。 特別法 ・ 一般法と n うけれども、)，~本にある
!よけどそのものは刻午1的なものなのです。ですからよく、 「作目lJiよ-は一般法に{長
先するJとIiって、その反対解釈から 「特別法があるときは、 一般法は動か
ないjと7守う人がいますが、消費者法に|対しては違う。もちろん、 一般法の
例外として特別胤定がm立されることもありますが、多くの場介、それぞれ
の法律が、それぞれ以川として iîf(~'げ|りに」 迎川されると 45・えるべきものだ
ろうと思います。そんなわけで、例別法とi'iW荷契約法それからl(iよといっ
た関係については、 一般に77われている一般法 ・特別法という与え方だけで
処理することには問題がある、ということを御理解いただければイf畑tいと思
います。
皿 消費者契約法 ・特定商取引法の見直し
コウ、ねてから懸案であった消費者契約法、特定商取引i去のよ~I''( し作業が、今、
行われていることはご成主1の通りです。持さんのお手元に、 r'I'IIJとりまと
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め」あるいは r"qlH宮司u段階のものを川泣きせていただきま した。本体は、
全体で'30tr以上のJT'i;'に分厚いものですけれども、 mWfr'委u会のホーム
ページからダウンロード1'1米ますので、もし興味がある)jは、ご覧になって
いただければと思います。ここでは、泊代将契約法の"qljとりまとめで、今、
話題になっている部分と 、 それから特定商取引法で，IIJ ~互になっている部分に
ついて、間Iji.に↑I'i報提供いたします。
1 消費者契約法専門調査会「中間とりまとめJ[2015年8月]
I~l川 i制作会で、羽li li義が進行 ， ' ，ですけれども 、 2000年に 1 1 \ 米 1".がった消技者契
約法について、総Jllからの諮問内谷は、「施行後の7i'i~~ fr'契約に係る昨↑Jj相談
の処JII\及びJ氏、i'lJ fýU~o~;の↑n :f.+lの帯都を断まえ、 1'1'/報通い技術の発注やJEi齢化の
進泌を始めとした社会経済状況の変化への対応等の制点ヵ、ら、契約締結過程
及び契約条fjiのl人j作に係る規律等の在り )jJを検討されたい、というもので
した。そこで、これまで171にわたって検討会やヒアリングを行って、r"'問
とりまとめ」に主ったものが今Inlのものです。
論点は20m' 1 ほどありますが、 大きな川題の一つが、「似~ ，wJ の~:nの定め
)jについての，ìl~ .i6lìで・す o JtYcのjドH!(者契約u;で・は、不当勧請1J為による契約
の取7i'i~:1' 1ーを Æめる |出に 、 TJi.業者が7ì~ ~'1 fr-に対して r~jJ ，坊をするに際し」と
いうぷ刷を川いています。 こ の 「勧誘をするに|慌しJ という， 'i' ，~が川姐で、
7i'iWfr'liニのコンメンタールを見ると、 これは特定の副作に対して、 事業者が
p'(i去に、特定の取引に勧誘するという場而を指しているのであって、不特定
の人1mに対して、いろいろな広告 ・宣伝をしているような場il(，iは人らないと
いう比例なのです。しかし、「勧誘」というのは、ひじように|控昧な概念で、
さきほどもインターネットでターゲテイング広件があるという訴をしました
けれども、 /?は不特定の人[1日に対して 「広行jをしているようにはえて、実
は一定のセグメントのお半、:さんに対して、情報を提供して契約に誘い込んで
いるというものがひじように多い。しかもインターネッ トでの山文の例を挙
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げるまでもなく、お宥:さんは、その広告に信頼をして、ただちに取引に向
かつて行くことが少なくないとすると、従米の 「勧誘」概念をそのまま維持1
するのは、雌しいというわけです。そこで、通信技術の発達とかインター
ネットの普及の限枠を受けて、不特定の者に向けた広告等を見て契約を締結
することも多くなり、これによってトラブルに全った例も多いため、勧誘概
念の拡張が問題とされているわけで、す。
おそらく、皆さん、・一一・もう弁謹上さんになっている人もいるのでしょう
けれども、考えていただければ分かるように、ある勧誘行為があって、その
勧誘行為と表示行為があることになったときに、 「この勧誘行為と表示行為
のIUに、本当に閃決|見j係はあるのか」ということを必ず問題にされます。こ
の人カ宝誘ったから、 l肢をついて誘ったから、この表示をしたのですというふ
うに、辿rH~の詐欺などの場合だと|大l果関係が問題になります。 しかも、民法
の詐}炊では、そこに2段階の 1'"文立jが求められる。そして、これによって、
その契約に対して誤った判断をし、それによって契約をした、法律行為をし
た。「よってJ1よってJというのが、 岡県|山係として要求されている。まさ
に広iEの場合は、 「本当にその広告が、この契約の締結をもたらしたのですか
という閃果|刻係がはっきりしないJという議論を何とか克服しないといけな
いのです。しかし、現仕の消費者取引の場合は、一般にインターネットで契
約に向かう人が多いという現実を考えると、今後の検討の)j向性としては、
特定の取引を誘引する FI(19をもって行為をしたと客観的に判断される場合、
不特定の人I1Jに対する広告一般ではなく、特定のlild1を誘引する Icl(10でやっ
ている場合において、そこに重要事項についての不実告主1があり、これに
よって、消費荷が誤認をしたときは取消椛を与える、というように「勧誘」
概念を拡張してはどうか、 というのが現在のWí ~.~者契約法の一つの大きな争
点で、す。事業者の方は、伝統的な広告概念を前提に、広台で何もかも白けと
いうのは1!UJI!であるとか、広告はあくまで、商品の魅力を伝えて関心を引くた
めのもので、勧誘とは次元が追うといわれます。特定lilリlの締結に誘引する
Il的で、というところで絞りがかかるのみならず、契約締結までの広告表示
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を合むすべての日ー 動を合めて判断されるのだから広告だ‘けで、1'1:ちに取消平山
になるわけではないと説明しているところですが、ハードルは山いようで
す。
もう一つ大事なのは、社会の尚齢化に従って、尚齢者被:与がひじように多
いということです。つまり、判断)Jが務ちているような場介に、不当な不利
低をうえるような取引、不必裂な契約をしてしまう、という Jf)j1mを占Ii捉する
ことができないか、という話です。民法の世界でも、暴利行為というのがあ
り、相手の!nr;知・窮迫に釆じて、不:!fiな利益を手に入れようとする場介が公
序良俗逃反となるとする1'1J例が確立しています。主制(10要宇1-と平等観(10な対官lIi
的アンバランスというこつの民ぷを組み合わせて、総利行為があると90条で
i@反になる。これは判例として認められていますけれども、今回の民法改正
法案で、以後に、落ちてしまいました。「総利行為の概念が不IYJ雌だJという
反対論が強かったようです。「窮迫に釆-じて、とはやf!:jf-で、すか」、「若しい対似li
的アンバランスとは、いったいどれくらいですか」というわけです。「柔il次な
裁判所の判断を硬直化させる」ともいわれたようです。世界中どこ探しでも
訴利行為の規定がないようなIlqはありませんが、結品、決ちてしまいました。
日本の民法改正では、暴利行為禁止規定さえ入らないと、学者の委只は諦め
気味です。しかし、それはそうとして、 90条に抹利行為が入らなかったとす
ると、せめてH'i~~者契約法では、何とかI1IH起を受ける必要があると思われま
す。そこで、 l't'tlfを決めて提案しているのは、イ??耳目的な判断ができない状況
において、その状況に付け込んで、不、'iな不利読を羽|手に泌すような契約あ
るいは不必要な契約を締結させる行為は取り消せるというm.定を人れるとい
う案です。つまり、不当条Jl'iを11くのではなくて、契約全体を取?j'jし可能な
形にする、という形で介入しようということです。事業者が消費者の判断力
の不足等を利用して、不必要な契約を締結させる事例について、一定の手当
てを講ずる必要があるということには児論は比られなかったので、その迎川
~fl二の l珂雌化を|支l りつつ、この規定化を検討するということにな っ ていま
す。これがうまくルール化できれば、民法で採利行為が入らなかった分、 m
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問弁契約wによって、円、Jけ込み月!M)，~'% Jについてのi以前しルールができあが
る 11]"能性があることになりますが、 t~;凶しを楽観はできません。
その次は、 ILlt~ ・J f.JiU に関するものです。 'J f ，~1''が十1f.)j . ~1Ji特に対し
て、 ;17げるべき的如、例えば、不')U<ぷで・あるとか、断定的判断の提供といっ
たようなところで、 Mカ{I/ij胞になるかといえばm ~迫i]; IJ 条にある「沢民:・Ji.Jru
に凪定されています。rifI~ ・jf.JiU というのは、 4 条 4Jiの，!?きぶりがI/lJ題な
のですが、それが、あたかも限定列不のように見えるというのです 「物品、
純平IJ、役務その他の、11i刻iH'e者契約のけ的となるものの位、 m途その他の内
科J又は「物品、.frr¥平IJ、役務その他の、li主i'ir1'l'契約の1的となるものの対
価その他の取引条nJであって ri日'U'j'の、Ii該ii'it~ ".契約を締結するか何か
についての'I'IJ断に辿常J;}3科を及ぼすべきものJ というのが、現イEの「司(史~'Ji-
J:fU のiU主です。これをIlkんだときに「限定列学だ」と!げするのはかなりへ
そ1I1がりですけれども、 i'it~者庁のf9l{，況には 「限定州や」と t!?いであります。
そうすると、 ここにあるもの以外の・Jf伴jについては、いくられ日'i".が「その
史キ勺をしょうかなJと思ったことについてひじように;i15科を受けた・炉実、た
とえば動機にかかる市:民'Ji.実であったとしても、「ヴ(虫・'Ji.mJではないという
ことになるのです。将米における不純%な'W五もl'iJ.!';{<で、「傾Jとか「金額J
とし、う， i'~が人っているので、「お金以外はだめだ」とされた裁判例もありま
す。 これはjげ釈でもMとかなるものですが、契約を締結した主要な動機や契
約締;結lI.nこlij蛇と した'Ji.J:fiについて、やはりイサJぷぷや断定的I'IJ民(1'を受けた
場イミ?には、 i収?i'i可能にすべきであるということで、その立l味では、この「契
約を締結するか育かについての判断に、辿'Ji? 、 fj(~~.I~!を及ぼすかどうか」とい
うσ〉を、交けJI1l規定にするか、それ以外のものが例ぷであるということをIYJ
らカ、にする必裂があるということが、， iわれているところです。
さらに、難しいのは「不利従・Wkの不?-exnJです i'i契iよ4条2Jilでは、
いし 、ことだけ言って、不利従となるこ とを I?っていないというような場介
に、 イ'fll{，主となる 'Wkがないものと lifli泡した。 このような場合がIl~t dtJ~l!:起行
為σコー っとして!fJl.i'iIlJIiEな行為となっているのですが、%は、不平IJ{，在・Ji実の
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イミ代史11の場ー介は、平IJ疏となることを3・ったという 「先行行為」が~1'1ーになっ
ている。そのため、先行行為がないときには、「大事なことを 1iわなかった
じゃないか」と M長できないと解釈されてきました。先行行為がないと不利
{，~ 'Jl:尖の不告主1が成り立たないかというと、そんなことはなくて、良いこと
を強調することで、!日l時に、不利主主となることを II・っていなかったと川じ場
合があることは、 Jt.lり例でも明らかになっています。例えば 「この出物は、
11 !!¥tや眺望がいい」とうたっている。しかし、 I年後に、そこに刈い建物が
辿つ予定で、 11岱になるなどということはパわなかったような場介、全体と
して見ると大引なことをパ・っていない、というようなものが紡榔ある。そこ
で、先行行為要件は削除した方がいいだろうというような請があります。
しかも、不利従事尖の不行知の脱走には rI'&:芯:にjというt:ff'l:が付いてい
るのですが、実I~~に、不平IJ従事実のイ~;';';1で川題となっている'Ji.1'1このほとん
どが不:広告主1砲に近し、。l肢を77っているのに近いものがあるとすると、イミ実
行先1)\~!に閲しては、本米の「不実 (iI夕、I JJ の場合と I'ÎJ じではないか。 本来の不
尖;，~.;1には「欣J.Jの民f'I:はないのです。ですから、バランスをとるなら、
少なくとも「不実{'all引の不利益・F実のイミ;'j- ;;IIJ では、故芯~~f'I:は~らない、
~るとしても過失でも榊わない、ということになるのではないかというわけ
です。 この ò'1ll分もずいぶんL[，・いがありますが、 1!l:ijl~する方lí'Jで、考えたいとい
うことです。
不当条項については、現在、非常に限定されたものしか無効条五lとしてい
ない。今後の}Jll'J性としては、やはり、あるれ皮i主要な条J.l'lで!nri幼にしたほ
うがいいと思われるようなものについては、 Mi効条項リストを先尖させるこ
とが必要ではないか、ということがTfわれています。w.門調作会では、伯務
不凶行等に必づく ili-EWfo 1徐維をHiIJ叫する条瓜、 'Ji.染者に不必t:fなWfo除村'r(0 Wf. 
約絡を付与するようなもの、 一定の作為 ・不作為をもって?i'iY'(.fioのな思表示
とみなしてしまうような条明、あるいは、契約文斤や一定の要件の1'IJ析につ
いて、解釈権限 ・判断線I!Hを事業者にワ・えてしまう条項、さらに、 「サルベー
ジ条項」…・ー ちょ っと不思議な名前ですけども、 「法によって庁科される範|剖
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内で、私は全てのft任を免れることにしますJという免立条項を入れるよう
なものが、検討対象となっています。全;'1¥免点は、 J岸本的には!f，叙jなのです。
無効なのですが、そこに 「法によって許可等される|以り」という汀葉を入れる
だけで、それがイi斜jで・あるかのような形になってしまう。これは-rYってみれ
ば無効条瓜を政消するサルベージのためのぷ税で・あって、 「サルベージ条項」
と言われています。諸外11'の不、'i条項リストから見ると、これでもお平Ilぷな
ものなのですが、 ・J~業者・MJヵ、 らは、やはり姐lい反対立比が/Hています。 私11)，，) 、
「紘~HilJ はいやだ」 ということかもしれませんが、側々で 111]題にしているような
条項は、民法レベルでも、公序良俗迫jメゃいJ定則~1メになってもおかしくな
いもので、 i'(i:;.!]Hこn'ii'Ii:.をしている・F業者には全く関係のないことのように思
われるのですが、やはり H体的な 'JJ業前副Jにどのような泌物が/1¥るかを、
もっと的近に検，Hしてみる必要があるということでしょう。
こ ~1..らは 、 9)J以降にもう一山，t&;i命をして、年内に何とか科11までもって
いくことを狙っており、いろいろなと ころで、また議論させていただこうと
jιいますから、もしよかったらJ，e;j哀してください。
2 特定尚取引法専門調持会 「中1-1]整理J[2015年8月]
もう一つが村山尚l収リ|に|対する ilj'liiJj則IUで‘す。特「商法についても議問
があって、|司法の施行状況を踏まえて必裂な腕律のあり方を検，Hしなさいと
いう、 5 年 !.LII'I: しに基づくものです。 特Jl'W~を勉強された)jは、ご存知かと
思いますが、、1-:成20年に大改正がありました。この、|勺反201:改正て、脱HiIJの枠
組みが幣いつつあるところですけれども、 伐されたIJ)叫がいくつかありまし
たので、これに対処しようというものです。
大きな問題の一つは 「指定権利HiIJJ の )1~I卜.で、す。かつて、 q.¥・ifi7去の迎川対
象は、指定役務fljlJ.指定物 ，'ddl;lJ ' 指定権利HiIJ 、 と ど~ i'il\ i別表」にずらりと並
んでいました。クーリングオフができるifi"I"が、次から次へと、何桐もMf問
も並んでいたのをご記憶の)iもいるかもしれません。il出」とか、同1'1・」と
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か、十1:会問題になるたびに後追い的に指定して起していったわけです。しか
し、「こんな後迫い的なことばかり、やっていてはだめだjという ことで、物
ril1・役務に附しては指定制を止めた。これは、1.成20年の大改正の大きな成果
です。ところが、そのときに伐ったのが「指定権利rliJです。「権平IJの外縁が
不IljJ仰である」という例の川題や、他の，H'iì去との ，Uli]~慢の 11寺 1111がないというこ
とがありまして、そのままになっていたのです。そもそも「権利とはどうい
うものかJということが問題ですが、物や役務が特定の人との|刻係をこえて
ifrL辿を始めたとたんに「純平IJ とH子ばれる可能性があります。|内刈干作よ》千の|殴暖即l昧氷な
rf将怜縦?古弘{忠l必必平平:IJ
ム人!川'日バE4;権Jとか、 「カンボジア{，吋4とカか、t柿紘告係uそれから rc 02抑矧排|ド.司哨判1川¥符権uと、 7実4に
いろいろな権利が、 4権粍利|尚1".百h刷H仇1iV/lという4名/介1のドに、とくに投資1m，'1"として山齢お
等に光られて、ヰ，h1'fji去の脱rliJから逃れてきたという続料ーがあります。「おばあ
ちゃんの川たたき券jみたいなものでも、流通し始めると、役務はすべて権
利になり仰るのです。ということは、指定制を成|卜.した物品や役務との対応
で考えれば、やはり権利についても全て桁定制を出1二して術わないのではに
か、というのが偽らざるところです。かつて、内科が給米(10にヲb位な「材n平IJ
も合まれるのではないかという消~~.{'i'委u会のな弘と消費名吋この立見がよI!.つ
li'J 1J、ら対立しました。しかし、今1"は、 mï~才rJj'も、「指定権利制を防止す
るJ)jli'Jで、)J正案を，'1，していますので、 il析はできませんが、これは通るので
はなし、かと!UJ仰しているところです。
もう 一つ、この特商法で1IJ:lliになっておりますのが「ドント ・コール
(clo'u call) ;I1IJ皮」、「ドント・ノック (clOI1'tkl1ock) ¥lilj度」の導入の1]'汗です。
つまり、日起訴を勝手に働けてくるな」、 r11~び込み勧誘はおl祈り J というもの
で、す。イ'，HilMtJ活とH千ばれていますが、ややミスリーデイングで、「‘Ji.liH絶
.fí'に対ーする勧説然 11二制度J、つまり「予め明確な~I(絶のな思をIljJらかにしてい
る人に対しては、 i詰初から '，Il，1，~勧誘や，ì)illlJ勧誘をしないでほしい」という純
めてね他なものです。 これを必川l阪ッピと'，li:afÎ~tlJ，活 lVi:/cのmí.i::の"，に入れると
いうのが、弁護 1:会などの悲願でありまして、「やれるのではないか」という
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ことで、 一生懸命やっ ています。 iì~ ~I( :(i' h:'がアンケート調査をしたら、 11'1けう分〉
の
96今6の人は、 「直接訪問は1.めてほしい。訪問してほしいときは、こちらから
連主計するから」というわけです。ところが、訪問lによって今まで件業活動を
してきた人たちは、事業にとっての「死活問題だ」ということで獄烈に反対
さ hています。 その勢いは大変なものです。 問題は、 ~f'l'-のしぼり方かもし
れません。
lテまでの特尚法のtllでも、 lI'r勧誘禁止Jは受け入れられている。ですか
ら、事業者が勧誘をしたときに、 「もう来ないでくれJ、 I~らないから刈って
く才"Ljと言ったのに、iJiに再勧誘をしたら、これは:ii反行ねになるという
ルー ルはあるのです。ところが、 相手から勧誘があった後に 「もう安らない」
と-C_i・えば、 Ili勧誘禁11.になるが、あらかじめ 「私のところには米ないでくれ」
と言っているJ)j合に、米る権利が事業者にあるだろうか、というわけです。
-1Jで、卜討業のnIj l j が語られますけれども、 In~~の ILI ILIは、例人のプライ
パシーや干ねな生活怖を超えるものではないはずです。例えば私が「研究室
に、 訪問して勧誘をしてほしくないので、訪川勧誘お断り」とドアの前に
JUiつであったとします。ステッカーでもかまいません。それなのに、彼が
ノックして勧誘を始めたときには、「ilj会いであるでしょ う!jと言ー えないか、
とし、うわけです。アメリカや諸外岡には、ステッカ-f!iリが雌んに行われてい
ますしのぎを削って、 ドント・コール制では、屯話帯りーがすでに笠録されて
いて、その笠録番目・に!!!~/f:別勧誘の屯訴が架かつ て来たときには、 I~I 動的に
はじかれる仕掛けになっています。
ア、二だ、特に新|別業界などは、今までiV川版光で活路をIJfいてきた。今は、
スマホ等で、みんな新Ilfjを読みますから、紙ベースで切のl仮光実紡が、どんど
んj符ちている。そこで、訪問して何とか日ってもらおうということで、しの
ぎを ì'í lJ っているようなのです。 しかし、必l~ 1 な勧誘で、 80成にもなる人が、
4~抵も 5紙も ÆJí' llfJを1"lわされているのです。 n っているのです。 *NJ，，) 、 「いや
だJとは， i・えないで、そういう状態になっているということを、ち ゃんと
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tllってもらう必~があります。 マスコミの一部では、 iú近、iì'í1'1，f;-委u会は、
「胤制ありきで好きなことやっている」と川lかれております。しかし、本人の
立以線認がきちんとできるものについては、このHiIJ皮を導入することのJjに
IVJらかに理があると与・えております。
イミ招請勧誘のところに注1-1が集まっているものですから、他のところの
lレールがよく}よえませんが、通信販先に|刻する脱tlrとか、継続的役務提供、
執行上の規制権限の強化、行政処分の純IJtlの拡大についても検討が進められ
ています。たとえば、会社だけで、はなくて、その会社を動かしていた例人-
.I .I.l; -hI~に対しでも、一定のJ月査ftñを及ぼすことカ{n\来るといったルールも与え
られています。なんとか、業界との立見訓告ぞをして、答11をまとめることが
できればと考えています。
3 民法(債権関係)改正法案 [20日年3月国会提tI¥]との関係
この消Q'1者契約it. ~.\: Ir~ i1~の比 Il'f しのときに、討を付一けておかないといけ
ないのが、民法との|刈係です。皆さんもご/氏支1のとおり、民法では、債権法
;'1¥分を大きく変えようという動きがあります。法務大臣から諦1:1]を受け、法
flilJ得議会で、鎌川ぷ先生を i~IS会長にして、i.ßq ，的に若手議をしてきたところで
す。当初は、懸案とされていた様々な'Wr新なルールはほとんど務ちて、瓜在
ではおとなしいところで法楽が閣議決定されています。
、'i初は、 mQ'1m去|刈係の実体法ルールを民法の，'，に統合しようというな見
もありました。i'i'1.x'契約;1;の不実表示のルール、あるいは断定的判断の提
供を、全部、民法に吸い|二げて、民法ルールにする。そこで、 Bto C、Busi.
nessmanとConsumerのI¥JのおHI(者川契約を、民i去の契約j去の'1に「一般
化」あるいは「統介化」するという案が1'，ていた。在、は、反対・をしていまし
た。民法|二の 「人Jを分節化して、 IJi-~，f;- と?j'í Q'1者に分けるのはおかしいと
45・えたからです。民法における 「自然人」というのは、一定の状況ドでは、
全て 「消費者Jです。その1"'1然人が、ある特定の状況下に前かれたときに、
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'JI: ~来者・との 111]でm~'i{í'という立場になるだけであって、民法における1'1然人
以ー上の消費者・はいないし、以下のm~l(frーもいない、というのが私のな凡でし
た。 経済界は別の45・えから反対していました。 民法はII~i~~'ltのある対等、li事
者|日lの基本ルールであるべきだというわけです。呉越|古J)lJでしょうが、結局、
?i'in者概念は務ちる)jJIJで推移しました。それはいいのですけれども、消費
者と'jl:業者とのHIJでのルールといっても、'ぷは民法に税不1的なルールさえ、
どんどん部ちていきました。 不'x表示.~平1]1i"l.}・1'Ij報提供義務 ・説明義務
など、すべてJ去を?i'iしました。今、伐っているのは、1ft仙における放金に
l対する規定と、 1~~ ，ÌlEについてのい1人保 ;ÌII:の制限の一部だけです。 í?ì'ít'i宥保護
に西日屈した改正法案」という見11¥しが新1mに刷っていましたけれども、あれ
はミスリーデイングです。消費者保護のルールはほとんど落ちたのです。今
年の3)13111に1l{1議決定をして同会に提'本されましたが、法案は'b..'似i去との
|刻イ系もあって、今11'1会では、もう成立しないということで、法務行は諦めた
ようです。 今1 1<1会では;成立しません。 1 1 1. ければ;l~ifの通常 1 1，1会で得議される
だろうと思いますが、そのルールがどうなるかによって、 i'it'i(i'契約法でも
下当てしないといけないところが1¥てくるIf能性があります。
例えば、削減IfS'効を-flt3年なら3年に 1::めようという，iRがあります。短
JOJ消滅Ii;}~j)が?ì'í えます。 そうすると、今までレシートは 1 1r:. IIIH，~ っ ていれば
よかったという;前なのですが、 3イ年|ドミ必、止弘虫些l2Z:-になります。1事;業才有joカか、ら，1消lf山1j求されて
「円{俺{俗証は払つた」 という心ι:証がでで、きない 1川リfi古能E包剖'1悦|
やはり j計消j'目í~貨1(-;布3tTi;.契約の場場.合に、 y本1ド又立当iに焦飼IJ則g引J?打別j'円i引ii.減成刷|附時時時.効が要らないのか、 というこ
とは問題になりますし、もっと深刻なのは、取消後の効果です。l以前し後の
効果に|刻して、改正法案で、は「原状阿1~J という青葉が使われています。 原
状|丘|復というのは、契約をして、取m権が行使されると契約がなかったこと
になり、そこでの効*が、元に戻す、つまり「凶状回復Jだと liいであるの
です。 立，El無能力{1'の場合だけは、 「羽イが利従jを返せば良いとしていますo
JJi千五の民法典にはやIJ も Ill-いておりませんから不当利得法ではjj;l状 11I11~に向か
うのだけれども、丹江{i'は現存利俗だけ返せばよい、というルールになって
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いますねo m~.~者契約法も、今までそれで、動いていたのです。 ところが、今、
原状|旦liUにしたということになれば、例えば、他版食品を山ほど冗わされた
人が、 id初のうち 1 か月 分くらいは食べてしま っ たとします。 これが、耳~m
可能な不実竹京1によって生じたものであって取り消したとき iJ¥(;1犬1"1彼Jに
するというと、受け取った商品を返却することになり、元に戻せなかった、
食べてしまった分の代金分は払うことになりそうです。つまり、 l似i'附tの効
果が、代金の文払を-.j)i11させられることによ って減殺されるわけです。現在
のように原状|旦IfUではなく現存利議の返辺で済むのであれば、それは食べな
くてもよかったものですから、あるものだけ返せばいい。その上で、 「代金は
全部返して」といえる。ところが、 今11の民法改正で現存利殺の返泣規定に
なっているのは、 :なJ41無能力者に|刻するところだけです。ですから、立，巴LfiE
)Jが足りなかったので取り消したというときには、現存利併になっています
が、それ以外は、以;IX同復になっている。l(itでそのようにしたのであれば、
一一おかしいと )ιいますけれど、 一ーやはり?ìH~者契約法では手当てする必
要カfある、というようなことを、いろいろ考えているところであります。
N 最後まで残された論点、としての「定型約款J関連規定
l(法改正案でq)J'に川胞にしたいのは「定型約款」の胤定です。もうIE¥'liJが
ないので、詳しくはお話しできませんので、配1.]"'tt :f'1 に ~tlげた文献 (Ìf!J上正
二 i[沼がl対インフォ ]m ~ I(1'i委以会 民法 Wl権関係)改正史綱一一ー とくに 「定
別約状」について」ジュリ1480り8Ui(2015年))を後で読んで、いただければと
!41いますが、どう考えてみても変だと思います。 「定~\~約款」 の定義がありま
すけれども、特定の者が不特定多数の者を中1子}j"として行う取引で、その内
科の令部又は一部が阿一的であることが、その双)jにとって介耳目的なものに
おいて、契約の内科とすることを 1i'l0として、その判:定の者により河川jされ
た条JJ[の総体を定型約款と， iうのだそうです。なぜこんな鰍しい定義をしな
いといけないのか、阜、には分かりません。不特定多数でなくても、約款の!日j
74 ~i北口ーレヒnユー Vo1. 3 (2016. February) 
)liUまイ(1:します。あるいは iiEW!lil.')IJという l↓'1¥j概念を人れることで、約
款σ〕妥当についての当・F:fi・のJ;思を推定できるようにしたかったのかもしれ
ま柑んが、約款Ilj組のかなり大きな部分が対象から抜け務ちます。しかも、
11三fに対して 「私は、 1=1分の準備した約款で、契約をする」ということを;lvげ
たc それだけで、その準備をした約款が契約内容になるとみなす、という規
定を引っ張りだすためのように見えます。これはかつてのHilJ皮説や約款白治
法:同説に近い。つまり、、li事者にとっては 「こういうところでは、約款を使
うぴ〕が令J~UI0であろう」とみんなが思うような取引について、 「自分は約款を
jí~何ll している 」 ということを相手に告げておけば、実際に 'Jj前に約款を IJfJ示
していない場合でも、それに対して|司なしたことにして、それが契約内容に
なるとみなされる、という規定になっているのです。もちろん、則容が 「約
款をお前に開示してくれ」と治水すれば、それに応じないといけないとされ
てL、ますが、消費者が事業者に、いちいち約款を見せてくれと百うだろうか。
言オつないでしょうね。 そうするとがi来1'10 には、サγ~者の引き/J"しの'"に、約
款äi，主1~iìされている状態だけでも、その I)'J作が契約の一部を梢成するとみな
さ才1るのです。これは契約的所産としては、おかしい。やはりその約款が事
前lこ適切な}j法で開示されていて、それを見ょうと思えば見ることができた
人7弘包話的に同立をうえている、あるは同立を与えたと-1m定されて、初め
て、それは契約の一部となる資格があると考えられます。このことは、いわ
ゆる[立lι推定説jを探川する、現在までの判例の立場でもあります。「契約
の向i産J であれば、相手に~II らせ、それを相手がl， iJ:iJ:しているという形だけ
でも整えないと、「みなされる」なんてことはありえなし、。契約法の'_1"から契
約を契約たらしめているいちばん大事なもの、つまり、当事者のな!よlの要素
を戸j定し去っているように思うのです。もちろん、ただし71きで合理的なも
のLまそこから外れているとしていますが、良いものだろうが思いものだろう
が、当事者の、本人の意思がないところで契約内特になることはありえない
し、第一、合理性がないと考えた場合は、裁判所で争わないといけない。白
分』ま 1百!なしていない」とLfiえないわけで、これでは、公序良俗規定がある
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のだから、 Siftl脱走は~らないといっているようなものです。
もっと怖いのは「約款の変更j です。~Jì.業者は、合理的な内容であれば、
-)j的にその約，訟を変更しても憐わないことになっていて、変1f後の内谷
が、契約内科であるとみなされる、という他行の胤Aが川1まされています。
これば約，訟を使う・jT染者には、院しい規定でしょうね。しかも、立案担当者
は、この約，試は 1'1'心的条項も合む」と7っています。ということは、対価
であろうが1的物であろうが、「これのん・が、介則的でl{いです」と 下業者が
与えて変児したときは、その変児した給付本体の I}~ '併や対・旬li さえもが、契約
内科とみなされるIJ能性があるわけです。だとすると、 川町名が変ilを峨だ
と思ったときは、それが不{tJII!であるとか、 ILI分はそれを恨んでいないとい
うことを裁判所に訴えて、みなしの効瓜を撹さない|以り、変1f後の契約内'谷
に拘米されてしまいます。 在、は、給付の大切なj'~.I)分が変更される場合は、せ
めて、「それならば、 (1分は、その契約は必要ないJと、契約をやめるだけの
選択権が刷符に認められでもいいのではないかと思います。改正法案で‘は、
そのような選択権は芯められていません。実は、このようなー}j的給付ー 内谷
変!五条項はヨーロッパの不当条項の典明例なのです。 'Ji;佐(í.が給付 I)~符や給
付条fI:を-)j的に変更すると、それが千?なされたものとみなされるという立
以ぷ不のlW1i1J条Jjiも、ブラックリストの典型例なのです。ヨーロッパで典型
的ブラックリストになっているような内科の条丈が、"小;のl~Wの rl~ に堂々
と人っているのは恥ずかしいと，也い ます。 このような定)\~約款の脱定を民法
gl!の'1'に入れるのだったら、今1'-の改正法案はirtれた)fがいいとまで思い、
せめて定刷約杭のところくらいは山1'(してほしいと願っています。|品l議決定
をしているものだけに、修正は困難かも生1れませんが、 Mとかならないだろ
うかと与ーえている次第です。
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V 民法と約款法・消費者契約法一一規制改革・産業振興政
貨の中での消費者保護問題
n~ ll\jになりましたので、以後にしますが、この 6 11:: 111]、消 q~者安全法とか、
消Zをどf裁判特例法、 jドH~者教育:tft 進法とか、iì'í費者のi権益を守るためのiì'íH
者j去に関する法制度の廿格は、少しずつ整えられてきました。しかし、その
実方自にI1Jけて細部を控える作業はまだまだ残っています。2017年は、かなり
重I兵な年です。いろいろな消技者|刻迎立法が、全部施行される年になります。
ですから、ここ l、211ミが勝負です。折からのアベノミクスで、 産業振興策
と、 政府が規制改革会議でいろいろな政策を打ち出していますけれども、 産
業を娠興させることと、市場を公平なものにして、消山手4や高齢者にと って
安'L、できる泣t全で公正な市場にすることは、 11iの両輪なのです。1ij者があい
まて二aて初めて、市場の活性化はありうるわけでして、私は別に事業者に敵対
するつもりもなければ、 mq~者べっ たりに議論をするつもりもありません。
むしろ、まともな事業者も消 q~者も両方ともが、プラスになるような Win
Wi口の関係をつくるのが、消費者法のこれからのFII'10だと考えています。わ
がl至!の消費者問題は、今後、ますます而白くなると思います。法律をやり始
め犬二みなさんがロイヤーとして日動する際に、ビジネス法務もいいですけれ
ども、消究者i土の世界も、是非注意して見ていただいて、底辺で?J!í~.~者がすエ
らオLている安全安心な世界を守るのも、ロイヤーにとってはひじように大事
なイ士事なのだということを、ぜひ認識していただければと思います。
今、 I~I はキ(i駁な話-で、恐縮でしたが、ときどき内閣仰のホームページに入っ
て、 ぜひ記事や資本|ごはになって 「ああ、川上は、あんなところであんなこ
と言っているJと見ていただければと思います。今rlは長|時間にわたってご
1刊!葱ありがとうございました。
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* 1持i.iで，Uえした7i't'(者契約ìt~ と特定 l前取引ì1;の礼 11'1 しについては、本年
(2016{lo) l)J 7 1の消費者委1会本会議で各々のもI.I"JIJ，~公会からの報行苫:に
JLづき2つの 「符qリを発11'0した OUtji.には、 1:1仰 im契法 ・特商法改正にか
かる 2つのす年ql(税制比)Jジュ リス ト1489~J.70!'i以下 (2016{1ミ) 参照。
(かわかみ しょう じ)
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